
- -1

（
文
教
科
学
委
員
会
）

公
立
高
等
学
校
に
係
る
授
業
料
の
不
徴
収
及
び
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
の
支
給
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改

正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
七
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
高
等
学
校
等
に
お
け
る
教
育
に
係
る
経
済
的
負
担
の
軽
減
を
適
正
に
行
う
た
め
、
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金

（
以
下
「
就
学
支
援
金
」
と
い
う

）
の
支
給
に
つ
い
て
、
所
得
制
限
を
行
う
等
の
措
置
を
講
じ
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
り
、

。

そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
法
律
の
題
名
を
「
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
の
支
給
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
こ
と
。

二
、
公
立
高
等
学
校
に
係
る
授
業
料
の
不
徴
収
制
度
を
廃
止
し
、
公
立
高
等
学
校
の
生
徒
に
つ
い
て
も
就
学
支
援
金
の
支
給
の

対
象
と
す
る
こ
と
。

三
、
保
護
者
等
の
収
入
の
状
況
に
照
ら
し
て
、
就
学
支
援
金
の
支
給
に
よ
り
当
該
保
護
者
等
の
経
済
的
負
担
を
軽
減
す
る
必
要

が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
者
と
し
て
政
令
で
定
め
る
者
に
つ
い
て
は
、
就
学
支
援
金
を
支
給
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。

四
、
受
給
権
者
は
、
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
に
対
し
、
保
護
者
等
の
収
入
の
状
況
に
関
す

る
事
項
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
し
、
正
当
な
理
由
が
な
く
当
該
届
出
を
し
な
い
と
き
は
、
就
学
支
援
金
の
支
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払
を
一
時
差
し
止
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

五
、
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。

六
、
施
行
日
前
か
ら
引
き
続
き
高
等
学
校
等
に
在
学
す
る
者
に
つ
い
て
は
、
従
前
の
制
度
を
適
用
す
る
な
ど
、
必
要
な
経
過
措

置
を
設
け
る
こ
と
。


